
○企業の取組を促進するための、政府によるインセンティブ付与
（※前頁からの続き、次頁へ続く）

国名 項目 概 要

韓国 補助金の
給付

・契約期間が1年以下の契約・派遣労働者が、妊娠16週以
上または出産休暇期間に労働契約期間が満了したにもか
かわらず、事業主が当該労働者を継続雇用した場合、労働
部長官が告示する金額を6ヶ月間支援（※有期契約で6ヶ月間の
場合は毎月40万ウォン、無期契約6ヶ月間の場合は毎月60万ウォン、次の
6ヶ月間は毎月30万ウォン）

・妊娠、出産、育児によって退職した女性労働者を、退職後
6ヶ月以降5年以内に、同じ事業所で再雇用した場合、毎月
40万ウォン（大企業は30万ウォン）を6ヶ月間支給

英国 税制上の
優遇措置

・育児バウチャー等の育児費用を補助（上限週55ポンド）し
た企業に、企業が支払う国民保険料を免除し、その従業員
の所得税を控除

ドイツ ・従業員に対して賃金のほかに追加的な保育費用補助手
当（※）を支給した企業に、その分を非課税にし、社会保険
の保険料負担義務を免除 （※原則6歳未満で就学義務がなく、定
期的に保育施設に通う従業員の子どもの保育費用の補てんのためにのみ
使用される場合）

フランス 従業員のワーク・ライフ・バランスのために一定の支出をし
た企業に、家族控除として、その費用の一部 18



国名 項目 概 要

米国 公共調達 政府調達において、契約する企業のうち、女性が経営する
企業の割合を5%とする目標を設定

米国 女性契約促進規則（契約額が最も低い83業種において女
性が経営する零細企業と政府が契約を促進する）の導入

米国 金融規制当局が契約を結ぶ際は、相手先の企業のダイ
バーシティ推進への取組を考慮

米国 連邦政府の契約のうち5％に相当する金額を、女性が経営
する小規模ビジネスに発注する「女性優先調達プログラム」
を実施（※1人またはそれ以上の女性が経営権の少なくとも51％を持って
いることが条件）

韓国 公共機関の長の、女性が経営する中小企業が生産する物
品の購買の促進義務

韓国 職場復帰 出産や育児によりキャリアを中断した女性に適合する仕事
創出の支援、再就職支援、離職期間が長い女性をインター
ンとして採用した企業に、支援金（毎月50万ウォン）を支給

19

○企業の取組を促進するための、政府によるインセンティブ付与
（※前頁からの続き、次頁へ続く）



20

国名 項目 概 要

韓国 起業支援 女性の企業活動および起業を支援するため、資金、人材、
情報、技術等の総合的な支援と、均等な活動機会の確保
に向けた、国・自治体の努力義務

韓国 女性の起業活動促進を効率的に行うため、韓国女性経済
人協会を設立し、女性経済人への研修、情報提供、起業を
支援

スウェーデン 新規起業における女性の割合を、35％から40％（5万人）に
することをめざし、3年間、毎年1億クローネを支出（2007～
2009年）

フィリピン 1年以上事業を継続し、ビジネスの好実績を残している女性
を対象とした、有利な利率での融資

○企業の取組を促進するための、政府によるインセンティブ付与
（※前頁からの続き、次頁へ続く）
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○APECでの「女性と経済」

APEC女性と経済サミット（WES）
（2011年９月13～16日
米国 サンプランシスコ）

 APECエコノミーにおける女性の経済的
エンパワーメントを促進するため、関連
する幅広い分野の閣僚（外務、貿易・
中小企業、女性担当等）、及び民間の
CEO等が参加し開催された、初めての
官民合同会議。「サンフランシスコ宣
言」を採択。

「サンフランシスコ宣言」（概要の抜粋）

本年以降、APECエコノミーは、女性の可能
性を最大限に引き出し、女性の才能を活用
し、経済成長に向けて女性の貢献を最大
化するために具体的な行動をとる。女性の
経済的エンパワーメントの支援は、 APEC
首脳の成長戦略を遂行する上で重要な要
素。企業と政府における経済に関する全て
のレベルでの女性の積極的参加は、良好
な社会的・環境的利益をもたらす。

APEC女性と経済フォーラム（WEF）
（2012年６月28～30日

ロシア 連邦 サンクトペテルブルグ）
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 APECエコノミーの閣僚、CEO等が参加
し、「女性と革新的経済成長」をテーマ
に「革新的経済」「ビジネス機会」「人的
資源」を議題として議論が行われた。

 その結果は「声明」としてとりまとめられ、
APEC域内の経済の繁栄と成長のため、
各エコノミーが女性の経済参加の促進
に向けた取組を促進することなどが表
明された。



英国での提言（FTSE）

2011年FTSE100社
女性役員比率12.5%

2012年FTSE100社
女性役員比率15.6% 

【目的】 取締役会が戦略意思決定・リスク監視のための最良の人選を行うこと。

←他分野で女性が到達している地位に比べ、取締役会での女性比率が
低い。取締役の選任が能力・経験・実績に基づいているか疑問。

【概要】 自社が目標とする女性役員比
率、達成状況を公表。

FTSE100社：2015年までに最低25％
FTSE350社：自主目標
〇企業は、役員・管理職・全従業員の女性比率及
び役員会のダイバシティに関する方針・目標値・
実行計画をガバナンス・ステイトメントに公表。

〇企業は指名委員会での役員指名プロセス等に
ついても年次報告で公表（コーポレート・ガバナ
ンス・コードに沿って）。

〇機関投資家にも、企業のこれらの取組に対し関
心を払うよう要請。

FTSE100企業の役員会の女性比率の目標値を
「2015年までに25％」と設定。現状値を毎年公表。

“Women on boards”(2011) 

6．証券市場における取組・動向等
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英国

”Women on Boards”(2012) より抜粋
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